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昭和51年度の地質調査所の研究(Iの

企画室

1皿特別研究

地質調査所で51年度に研究を実施する特別研究は工

業技術院特別研究所エネノレギｰ技術開発研究(サンシ

ャイン計画)国立機関公害防止等試験研究である.

50年度迄実施していた科学技術庁国立機関原子力試験研

究は51年度は実施しない.

A.工業技術院特別研究

工業技術院特別研究のうち50年度限りで研究を終了

したものはなく新規に鉱物資源予測手法の開発研究

が加わり全部で8テｰマの研究を進めることになった.

研究の規模は地盤変動に関する特別研究のみ縮少し

て実施する.

1)高分解能空中物理探査技術の研究

研究の目標

空中物理探査法を用いた地下構造の高度なパタｰン解

析システムを開発することによって探査技術の向上に

資するとともに国内外の資源開発に寄与する.

研究計画の内容

昭和51年度の研究計画は次の通りである.

従来の経緯

地質調査所では昭和44年より昭和48年にかけて空中磁

気探査法の研究を実施し海域における概査法の確立に

つとめた.すなわち各種航法による航跡決定法を開

発し空中磁気図作成法の技術を確立した.一方こ

れら磁気探査のデｰタ処理･解析法の研究を進めてきた

が本研究はこの過去の研究成果を基盤としてさらに

分解能の高い空中物理探査システムの研究開発を行なう

ものである.

第1年度の昭和49年度においてはまず機上と地上に

おけるデジタノレデｰタ収録システムがほぼ完成し地質

調査所保有の電算機を駆使した地下構造の解析技術の研

究を推進した結果空中磁気探査デｰタのコンピュｰタ

による自動処理化が一段と促進された｡また空中軍磁

波法に関してはその測定装置を導入し予備的試験を

行なった.なお実験地域は北海道天北地域である.

昭和50年度は磁気測定と並行して空中電磁波法の研

究カミ本格化し実験地を北海道十勝平野にえらんでV

LF法の測定技術上の問題点を吟味した結果断裂帯

あるいは岩相変化に対するとみられる異常が検出され

かっ磁気との同時測定についても明るい見通しがえられ

た.

また電界測定による周波数の多重化システムの開発に

も着手した.

1)高感度磁気探査方式による地下構造解明の研究を進める.

とくに古生代より第四紀にいたる各地層ならびに地質構造

に対するレスポンスを検討し収録デｰタのコンピュｰタ

処理による地下構造解析法の研究を行なう.

2)電磁波法とくにVLF法の空中測定技術を確立し構造

解析比抵抗分布図作成等のソフトウエアの開発に着手す

る.また測定周波数の多重化とくに放送周波数帯利用

方式の機上測定の可能性について検討を行なう.

3)1)2)に関する野外研究として空中探査ならびに地

上チェックを北海道目高地域ならびに十勝地域において

実施する.
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4)多波長域映像LANDSATI,II)による地質構造判読結

果を用いて磁気･電磁波デｰタとの対比を行ない構造

解析の精度向上を図る.

第1図高分解能空中物理探査研究の研究対象地域図�



研究担当部課

物理探査部技術開発課

2)国際地球内部開発研究

研究の目標

国際協同観測計画“Geodyna血icsproject"(GDP計

画)の一環としてその国内テｰマの1つ｢マグマ多

量発生地帯の地下構造の研究｣をおもに担当し南九州

活火山地帯及び第三紀火山地域において火山帯の地下

構造と地史及び中酸性マグマの起源に関する情報を得

ることを目標とする.

研究計画の内容

1南九州地域及び大型カルデラの研究;鹿児島湾及びその南

方鬼界カルデラまでの地域において海上地質調査を行なう.

その主な内容はスバｰカｰによる音波探査と海底岩石採

取とでありこれによって姶良阿多鬼界カルデラ地域

及び鹿児島地溝の地質構造及び地史を解明する.また鬼

界カルデラ西方の黒島の地質調査はこれまで殆ど資料の

ない同島の地質及び岩石学的性質を明らかにすることを目

的とする.

2.新生代火山地域の地殻構造の研究;南九州新生代火山地帯

の自然地震資料を解析しそれによって同地域の地下深所

における構造異常力の場および断層運動を解明する.

従来の経緯

昭和47年度には地震予知計画の一部としてまた昭和

48-50年度には本研究により鹿児島湾周辺において地

震探査を実施しFanShooting法では姶良桜島西
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火山の地震波の伝播異常をまた屈折法では同地域の上

部地殻の速度層構造の大勢を明らかにするとともに鹿

児島湾北側において当初から予想されていた地溝型陥没

構造の存在を確認した1

地質岩石地球化学の研究では同地域新生代火山

岩とくにこれまで地質学的資料の極めて少荏い鬼界カ

ルデラ地域の地質と岩石学的性質を明らかにしつつある.

研究担当部課

地質部第3課の研究者を中心に海洋地質部海洋地

質課海洋鉱物資源課海洋物理探査課燃料部石油課

技術部地球化学課の研究者が参加して研究を実施する.

3)鉱物資源予測手法の開発研究

研究の目標

鉱物資源の予測･探査に必要な地質情報･鉱床情報等

の種類精度について一定の基準を設定して情報の標準

化･数量化を図るとともに地域別(地質構造単元別

造山帯別)及び鉱床型式別に既知情報の解析を行なって

標準的モデルを作成し未知･未開発地域の限られた地

質･鉱床情報を適正に処理の上標準的モデルとの比較

検討を行ない鉱物資源の賦存の可能性その規模鉱

化作用の特性等について予測を行ないさらに直接探査

に必要な技術的諸手法の検討あるいは開発の可能性の検

討に資する手法を開発することを目標としている.な

お当面は国内における金属及び非金属鉱物資源を研究の

主対象とする.

研究計画の内容

既存の地質･鉱床等情報の整理･再検討を行なって鉱

物資源に関する目録を作成するとともに下記の調査研

究を実施する.

(1)国内外の鉱工業情報に関する標準化手法及び処理手法につ

いての調査･解析

(2)鉱物資源予測に必要な情報の選択情報の数量化及びコｰ

ディングフォｰムの開発

(3)既知鉱物資源の産状･規模等に関する統計的処理による標

準モデノ1ノの設定

(4)鉱物資源予測に必要な情報検索･処理手法の開発及びシミ

ュレｰション

昭和51年度には(1H3)について資料の収集を図り

必要庸報の基準の設定を行なって鉱物資源目録を作成し

あわせて情報検索･処理手法の開発について検討を加え

る.昭和52年度以降ぽ資源目録の作成を継続するとと

もに設定された標準モデルにもとづくテストランによ

り各種基準･フォｰムの確立を図り昭和53年度にトｰ�



クルシステムの完成を予定している.

研究担当部課

鉱床部探査研究課を中心として鉱物資源課

部第3課の研究者が参加して研究を実施する.

研究担当部課

地質部第2課の研究者を心中として地質部第3課

地殻熱部地殻熱探査課鉱床部鉱床研究課燃料部石油

地質課物理探査部探査課同応用地球物理課の研究者が

これに参加する.

4)地震予知に関する地質学的研究

研究の目標

国家的プロジェクトとしてすすめられている地震予

知計画(第3次)のうち次の3項目について研究を推進

し地震予知に必要な基礎資料を提供することを目的と

する.
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地震波速度の変化の情況を観測し岩石試料地下構造の

資料と併せ解析して地殻の状態変化を求める.

地殻活構造の実態とその機構を地域的に究明すると共に

活構造図等を作成する.

岩石の破壊機構についての実験的研究を大学等と協力し

てすすめ地震発生の機構を求める.

研究計画の内容

1爆破地震による地震波速度の研究;計画発足以来毎年継

続的に実施している方法･規模(大島爆破約500kg)をも

って本年も観測を行なう.また遠州灘地域の速度変化観

測の技術的問題点を検討する.

2.地殻活構造の研究;関東東海等において野外構造解析を

行ない第四紀における構造変形の実態を調べこれと地質

構造モデル実験を併せて地殻申の応力･ひずみ分布と地

質構造の関連性を求める.測地学的に活断層･地震断層

の微小変動を引きつづき観測するほか観測網を整備する.

全国の活構造図を本年度に完成させる.また特定地域等

の活構造図作成のための資料を集める.

3.岩有物性試験研究;岩石のニヒ破壊に先立つ微小破壊の研究

及び残留応力の研究を行匁う.

5)地盤変動に関する研究

研究の目標

昭末口49年に水準測量のデｰタから発表された川崎市及

びその周辺地域における地盤の異常隆起は地震と関連

している可能性も考えられるため地質調査所は地震

予知計画に参加している機関として他機関と協力し

早急にその原因の究明につとめまたとくに地震に関

連する現象の観測にあたる.

研究計画の内容

昭和50年度において地質調査所が分担実施した研究

(従来の経緯参照)のうち川崎地区における地質構造の

調査研究ならびに地震波速度変化の観測はほぼその目

的を達したので51年度は地下水位水質の観測を中心

に研究をすすめる.
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地下水位水質の観測;昨年度設置した川崎地区観測井

(1,000m)によりひきつづき水位水質ラドンガ

ス等の自動または定期観測を行匁いそれらの変化から地

下の状態変化の把握につとめるあわせて周辺の深井戸

および浅井戸の水位観測デｰタ収集ならびに水質等測定

を行放い深層地下水と比較検討する.

地盤上昇機構の研究;類似現象の認められる他地域の水位

水質資料を収集し川崎地区と比較検討する.また関

東平野部の地下水中のラドンの定期観測を行ない地盤変

動観測法に関する基礎デｰタを得る.

従来の経緯

地質調査所は昭和41年度から特別研究費による｢地殻

活構造の研究｣をもって地震予知計画に参加してきた.

昭和43年5月閣議了解事項として｢地震予知計画の推

進｣が認められ計画の大綱と担当機関が決定した.

10部門の推進項目のうち4.地震波速度はもっぱら地

質調査所が担当し5.活断層･活榴曲は当所カミ大学等と

協力して実施することとなり昭和44年度から｢地震予

知に関する地質学的研究｣として再発足した･

昭和49年度からは測地学審議会建議による第3次地

震予知計画が発足したがこの計画においても地質調査

所は引きつづき前記2部門を分担するほか岩石破壊実

験研究等にも協力することとなった.
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観測点名

1..奥野

2.浮橋

3._ヒ弄活･r･

4.奈良田

5.伊勢原

6.宮ケ瀬

7.木宿

8.生川

9.武山

10.長狭

11.畑

12.湯谷
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従来の経緯

昭和49年12月地震予知連絡会は最近数年間の水準

測量のデｰタから川崎市及びその周辺地域に異常隆起

が認められたことを発表した.同会ではこれが地震と

関連する可能性について論議された.これを詳しく検

討するため地震予知研究推進連絡会議は各機関が協

力して早急に調査観測にあたるため分担項目について

打合せた結果地質調査所では1.地質構造の調査研究

21地震波速度の変化の観測3.地下水位･水質の観測の

3項目を分担することになり50年度特別研究として発

足した.

昨年度の研究により12はほぼその目的を達した.

とくにこの期間に地震波速度の変化は認められなかった.

また他の機関が行なった調査観測によってもとくに

地震と結びつく新たな現象は見られなかった.しかし

地下水位水質については当分の間観測を維持し地

下の状態変化を監視することとした.またもう一つの

可能性として論議されていた地盤沈下回復の可能性を

含め本地域の地盤上昇の機構を追求していくこととし

た.

研究担当部課

地質部第2課の研究者を中心として環境地質部水

資源課技術部試錐課化学課地球化学課の研究者

カ…研究を行柱う.

6)陸棚海域地下資源賦存に関する基礎研究

研究の目標

わが国の周辺海域の海底鉱物資源探査に対する基礎的

調査研究として空中磁気探査を主体とする調査を実施

し海域の地質構造を明らかにすることを目的とする.

すなわち昭和52年度を目標としてわが国周辺の陸棚海

域に対して空中磁気探査を行たうとともに所内外の既存

の資料の収集編纂解析を並行して行ない陸棚海域の

地球物理的地下構造を明らかにする.本研究によって

大陸棚に発達する積成盆地の性状及び隣接沿岸地域の地

質との関連が把握され炭化水素を主体とする海洋鉱物

資源の賦存状況を大局的に評価する基礎資料がえられる.

研究計画の内容

昭和51年度の研究計画は次の通りである.

青森～秋田沖海域に発達を予想される堆積盆地の性状

を把握しかっこの海域の隣接陸域の地質との関連をし

らべるために空中磁気探査を実施し5ガンマ毎の等

磁力線で表示される空中磁気図を作成する.これらに

各種の数学的フィルタｰを操作しあるいはこれを解析

して磁気基盤図柱とを作成する.空中磁気図の解析解

釈に資するため所内外の既存デｰタの収集編さん解

析も並行して実施し陸棚海域の地球物理的地下構造の

解明につとめる.

従来の経緯

空中磁気探査は昭和39年度地質調査所が着手し開発

したものでありすでに諸外国に比肩しうる技術的レベ

ルに達し海外油田の開発に技術援助の面で貢献して来

た.一方炭化水素資源の基礎調査として資源エネルギ

ｰ庁により各海域の地震探査が実施されているが本研

究の空中磁気探査結果はこれらの探査による構造解析

の精度を高める効果がある.

｢石油および可燃性天然ガス資源開発審議会｣の第4

次5ケ年計画に関する答申においてはわが国を取り囲

む海域の石油･天然ガスの開発を促進することが必要と
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第5図陸棚海域地下資源賦存に関する基礎研究の対象

海域図�



されており大陸棚がもっとも将来性のある地域として

とりあげられ空中磁気探査と地震探査による基礎調査

の促進が今後国の大陸棚開発政策を擁立するため必要で

あり国の基礎調査として重点をおくべきものとされて

いる.

本研究は資源エネルギｰ庁によりとりあげられている

国の基礎調査としての地震探査と関連を保ちつつ実施さ

れているものである.

研究担当部課

この特別研究は物理探査部探査課技術開発課の研

究者が担当する.

7)深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究

研究の目標

太平洋深海域に賦存する深海底鉱物資源(マンガン団

塊合金属泥)に関する探査方式を確立するとともに

それらの賦存状況鉱物組成化学組成形成過程等を

明らかにし資源量の算出地質鉱床図等の作成を行た

ってそれらの開発利用に有効な基礎資料を提供する.

研究期間にフィリピン海から東方ハワイ付近におよ

ぶ西太平洋中南部の広域に関する概要を把握しとくに

中部太平洋の中央太平洋海盆域については詳細なマン

ガン団塊鉱床に関する資料を提供する.

研究計画の内容

昭和51年度の研究計画は次のとおりである･

地質調査船白嶺丸を利用してニッケル含有量の高い

団塊を含む海域として昭和50年度にひきつづき中央

太平洋海盆の中央部(5-10“175L180.W)につい

て60日間の海上研究を次のように実施する.

でもマンガン団塊はMln,Fe,Ni,Cu,Co等の含有量

を地域によって異にすることがわかっているがそれら

に関する現在の知識はなおきわめて概念的なものであり

またとくにわが国における探査は非常にたちおくれて

いる.

従来の研究

地質調査所では昭和44年度から科学技術庁特別研

究促進調整費による｢深海底資源開発に関する基礎的調

査研究｣を3ケ年計画により実施また昭和47年度か

らは工業技術院の特別研究を実施してきた･

この間に小笠原マリアナ海嶺域九州一パラオ海嶺

西部域東マリアナ海盆周辺マｰシャル群島北西部海

域を対象として探査方式の検討を行狂うとともに団

塊の賦存状況を明らかにしてきた.とくにマジェラン

海山群の深海部マｰシャル群島北西域の深海部の赤粘

土帯には団塊の濃集部カミ存在することがこの研究を

通じて明らかにされた.地質調査船白嶺丸就航後昭

和49年度にはハワイ南方沖縄東方海域を対象として

はじめて面積的なやや詳細な研究を行なうことカミでき

た.その結果としてハワイ南方海域については予察

的地質鉱床図を作成しまた一部に有望と思われる鉱

床分布を見出すと同時に探査の第1段階における探査

方式についての見とおしを得ることができた.また

昭和50年度には昭和49年度海域の西方隣接海域(5-

10“170-175.W)についてさらに系統的な面積的

研究を行ない同海域に関する予察的地質鉱床図を作成

した.狂お本特別研究は当初47-51年度の5ケ年

計画として出発したが年間60日程度の海上研究を行な

うという事情から2年延長して昭和53年度までの計

画とする.

1.種々の採泥器による堆積物団塊の採取

2.柱状採泥器による堆積物団塊の柱状試料採取

3.精密音響測深機による海底地形調査

4.深海カメラ深海テレビによる海底観察

5.採水器による底層水試料採取

6.種皮の海上物理探査装置による堆積層地質構造探査

7.堆積物･団塊･本試料に関する船上機器分析(とくに団塊

についてはMn,Ni,Cu,Co,Fe等)

さらにくわしい室内分析堆積速度団塊成長速度研

究等の結果をもあわせ探査方式の検討を行校うととも

に上記両海域における地質鉱床図を作成しまた形成

過程･成因を検討する.

北太平洋とくにその南部海域の深海底にはマンガ

ン団塊ほかの海底鉱物資源が比較的多量に分布しなか

研究担当部課

この研究は海洋地質部海洋鉱物資源課が担当し海

洋地質課海洋物理深査課が協力している.

なお工業技術院公害資源研究所とは毎年度海上に

おける共同研究を実施している.同研究所においては

主として探査開発技術を担当している.

8)日本周辺大陸棚海底地質総合研究

研究の目標

目本周辺の大陸棚及び周辺海域の海底地質の概要を把

握し海底鉱物資源賦存の可能性についての見とおしを

得てその開発利用その他諸方面における海底利用

目本周辺の大陸棚から大陸斜面におよぶ海底の地質特性

などを究明するのに有効な基礎資料を提供する.研究�



成果は日本周辺海域基礎地質図(縮尺1:2,000,000)お

よびその関連図として計8組大陸棚周辺海域地質概査

図(1:1,000.0000)同関連図として計7組を順次刊行す

る.

研究計画の内容

海上調査を主体としそれにともなう資試料の室内処

理解析各種分析等の研究を行なう.また沿岸陸域に

ついて最小限の陸域地質踏査を行なって海底地質の

解明に役立たせる.海上調査は次のことを実施する.
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測深による海底地形調査

エアガンスパｰカサブボトムプロファイラ』等による

海底地質構造の音波探査

重力磁力探査による基盤調査

サイドスキャンソナｰによる海底表面調査

深海テレビカメラによる海底観察

各種グラブトレッジ柱状採泥器等による採泥

海底試錐機による岩石採取

研究｣を実施し大陸斜面におよぶ自然状況が異恋った

海域でのそれぞれの調査技術を確立し成果の一部を多

くの報告論文とともに｢甑島周辺海域地質図｣(20万

分の1)及び｢五島対馬周辺表層底質図｣(20万分の1)

として発表してきた.この5年間の技術的成果に立脚

し｢海洋開発のための科学技術に関する開発計画につ

いて第2次実行計画｣第1プロジェクト中課題①小課

題④課題⑮及び◎にもとづいて昭和49年度からの本研

究が策定され4950両年度に大陸棚及ぴ大陸斜面域の

海底地質調査研究を実施してきた.その成果はクルｰ

ズレポｰトNo.3とNo.5して公表され相模灘付近

については20万分の1海底地質図及び表層底質図を作

成し印刷中である.

研究担当部課

この研究は海洋地質部海洋地質課の研究者に海

洋鉱物資源課海洋物理探査課の研究者が協力して行

なう.

室内研究は採取試料の粒度組成化学組成生物

分析等についての各種分析を行なう.昭和51年度の研

究対象海域は｢八戸沖｣｢津軽油｣｢東北目本北

海道太平洋側｣の3海域であり｢津軽油｣は2年継

続の初年度として概査を実施する.

従来の経緯

海洋地質調査研究の重要性にかんカミみ海洋科学技術

審議会の答申の第1プロジェクト｢日本周辺大陸棚海底

の総合的基礎調査｣中課題③の⑦にもとづき昭和44年

度から48年度まで九州西方海域で｢海底地質調査技術の
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遇.新エネルギｰ技術開発研究(サンシャイ

ン計画)

サンシャイン計画の51年度計画のうち地熱エネルギ

ｰに関する研究開発費による地質調査所の研究は地熱

地域の熱水系に関する研究広域深部地熱資源賦存に関

する研究の2テｰプである.

48-50年度(48年度は工業技術院特別研究)に実施し

た全国地熱基礎調査は終了し地熱坑井内測定技術の

研究も一応50年度で終了した.

1)地熱地域の熱水系に関する研究

研究目標

天水が地下に浸透し地下に貯溜･加熱され地表に

湧水するシステムを熱水系とよぶ.地熱エネルギｰを

開発するに当っては地下に一定の大きさの熱水溜りが

存在することがまず必要であるカミこれを合理的に開

発するにはそれがいかにして生成しいかにして維持

されているかすなわち上記システムの実態を知る必

要カミある.本研究では特に浸透地域の大きさ浸透量

および貯溜層の大きさを推定し地熱流体の合理的開発

および貯溜層の人工維持技術の開発への展望を開く.

研究計画の内容

モデル地域としてわカミ国の4地熱地域をえらびこれ

らについて水理熱流量の研究同位体地質の研究およ

び貯溜層の研究を行なう.4地域とは貯溜層に達す

るボ』リングが行なわれている八幡平北部(秋田県)

第6図深海底鉱物資源探査周本周辺大陸棚および周辺海域の調査海

域図�
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八幡平南部(岩手県)鬼首(宮城･秋田県)および九

重(熊本･大分県)である.

水理熱流量の研究

陸水学の手法により降水量流水量湧水量の定期的および

継続的観測を行なう.同時に温度pH電気伝導度につい

ても継続観測を行ない浅層地下水の混入度を推定する.

同位体地質の研究

水地球化学の手法により水を構成する水素･酸素の同位体

および他の溶存化学成分の測定を行ない化石水の有無水

の年令および貯溜層内の水温を明らかにする.

貯溜層の研究

ボｰリングコアの変質研究による貯溜層の数と厚さの推定

坑井内観測(坑井圧変動観測･流速検層)による貯溜層能力

の推定(高温流体の採取も含む)活構造解析･精密地表変

動計測による貯溜層内の応力分布および重力変動観測によ

る貯溜層規模の推定を行柱う.

従来の研究

昭和22年から昭和47年まで25年間の地質調査所におけ

る地熱調査研究は22-26年の別府白滝のパイロットプ

ラント実験27-32年の全国地熱地域のカタログ作り

33-40年の松川地熱発電の研究41-44年の全国4地域

における貯溜層の研究45-47年の小規模な地熱進化

坑井内計測研究の各時期に分けられる.これらの諸研

究を通ずる一般的特徴は地熱産出地域周辺のごく狭い

地域が研究対象となっていることでありしたがって熱

の運搬者である水そのものの研究が立ちおくれていたと

いえる.

研究担当部課

この研究は地殻熱部地殻熱資源課の研究者を中心に

地殻熱探査課環境地質部水資源課環境地質課物理

探査部技術開発課技術部化学課の研究者の協力で行祖

う.

2)広域深部地熱資源賦存に関する研究

研究目標

地熱エネルギｰ資源の探査法の開発およびその生成に

関する研究を行なう.各種地熱資源のうち主に深部

熱水系および高温岩体を対象としそれらの探査法を開

発するのを主な目標とする.そして探査技術の開発に

必要なそれらの地熱資源の生成などに関する研究を行な

い地熱資源の地下深処における賦存状況を明確にする

ことを目標とする.

研究計画の内容

昭和51年度の計画の内容は次のとおりである.

(1)直接探査法の研究

i)AFMT法の研究1地熱資源が電気的低比抵抗部を形成

することが多いのでその検出のための技術開発を行な

い本法の探査技術の確立を計る.

ii)熱収支法の研究:サｰモカメラ熱流計を用い地熱地

の熱流量を測定し熱の表面収支の原理に基づき地下

熱構造をあきらかにする技術の確立を計る.
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iii)ブライトスポット法の研究:地震探査による地熱探査技

術を主に反射波記録処理の観点から確立する.

iv)リモｰトセンシング法の研究:ERTS衛星写真の画像

処理による地熱資源探査技術の確立を計る.

(2)地殻熱の熱学的研究

i)高圧岩石熱物性の研究:高圧下における岩石鉱物の熱的

性質を実験室内にて測定する技術の確立を計る.

ii)酸性火山岩の研究:モデル地域とした八幡平の地熱の根

源である酸性火山岩についての研究.

iii)鉱物温度計開発研究:鉱物の生成温度について実験的研

究を行ない地質温度計の確立を計る.

従来の研究

この研究は昭和50年度から開始されたもので50年度

には上記項目番号のうち(1)のi)ii)およびiY)

そして(2)のii)が開始された.

地質調査所での地熱研究の経緯については地熱地域

の熱水系に関する研究の項に示した.

研究担当部課

この研究は地殻熱部地殻熱探査課の研究者を中心

として地殻熱資源課地質部第3課環境地質部環境

地質課物理探査部技術開発課の研究者が協力して遂

行している.

C.国立機関公害防止等試験研究

この研究には50年度に引続き汚染底質の調査技術

に関する研究休廃止鉱山における坑水の抑制と処理技

術に関する研究を実施する.

1)汚染底質の調査技術に関する研究

研究の目標

現在底質汚染が進行しつつあるとみられる瀬戸内海域

において産業排水土砂投入赤潮発生等に起因する

含重金属泥･高有機質泥の実態把握汚染度評価また

それらが海水に対してあたえる影響を明らかにするため

本
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の一般的調査技術を確立する.

研究計画の内容

昭和51年度の研究計画は次のとおりである.

固相状態･液相状態の汚染底質の同時総合調査技術を

瀬戸内海域において確立する.

1.海上研究は次の項目について行なう.

イユニブｰムを用いて汚染底質層厚分布調査法の確立.

口ヘドロ採泥器柱状採泥器を用いて不撹乱試料の採泥法

を確立.

ノ･汚染度評価のための全炭素分析用汚染底質間隙水の採取

と前処法確立.

ニコｰルタｰ･カウンタｰを用いて懸濁物の挙動を明らか

にする.

ホ生物･化石標本の定量採取法確立.
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採取試料の汚染度評価及び堆積機構について次の研究を行

なう.

ソフテックスを用いて不撹乱試料の二次的構造変化の

研究を行なう.

汚染物質の沈積機構を粒度組成及び重金属元素含有量

から解析する.

砂粒組成･重鉱物分析から堆積物の起源について研究

を行なう.

化石灘集の研究から生態環境の変化について明らかに

する.

23の重金属元素のバック･グラウンドを決定する.

従来の経緯

49年度は固相状態の汚染底質を50年度は液相状態の

汚染底質の研究を行なった.

49年度

1.重力式柱状採泥鴇による不撹乱柱状試料採取技術の確立

とソフテックスによる堆積構造検査法の実用化

2.2加Pb法による堆積年代測定法確立

3,3.5kHz地層探査器による軟弱層の層厚分布調査法の確

立

50年度

1.音響機器による液相状汚染底質の広域調査技術の確立

2.液相状底質の不撹舌L試料採取技術の確立

3.底質申の間隙水分離技術の研究

研究担当部課

この特別研究は海洋地質部海洋鉱物資源課の研究

者に海洋地質課北海道支所の研究者が協力して行なう.

2)休廃止鉱山における坑水の抑制と処理技

術に関する研究

研究の目標

鉱山が休止あるいは廃業しても有害成分を含む坑水�



の排出は永久に続くものと考えられその結果は下流

側に著しい環境汚染を招くものと予想される.この対

策には種々の方法があるが本研究では坑内水をその

侵入経路で遮断しあるいは坑内湧水の中でとくに環境

汚染に関係する成分を含むものを撰択して処理する目

的の岩盤地下水調査体系に関する技術情報を確立するこ

とを目標としている.

研究計画の内容

本研究の3年目として試験鉱山に選ばれた秋田県宝

倉鉱山周辺で前年度の研究結果から設定した水循環モデ

ルを坑道閉塞試験後の水質変化等を観測することによ

り修正する.あわせてこの水循環モデルが地質

母岩を異にする鉱脈型金属鉱山に適用できるかどうか確

認する目的で初年度に宝倉鉱山において実施したと同

じ内容の調査を行なう.

また水循環の過程における水質変化機構を室内実

験結果と比較するため宝倉鉱山周辺で地化学調査を実

施する.

従来の経緯

近年の国内外の経済事情の急変によって国内の鉱山

が相ついで休廃業のやむ祖きに至るとともに坑廃水に

よる環境汚染が目立つようになってきた.通産省では

このような鉱山に対して各種の応急対策を実施するとと

もに旧鉱山(旧坑)からの坑廃水の実態調査や対策を

施してきたがこの間昭和48年5月には金属鉱業等鉱

害対策特別措置法が成立し金属鉱業事業に団鉱害防止

に関する調査部門と鉱害防止技術委員会が設けられ

活動が続けられている.しかし従来のような応急処

置にとどまらずもっと根本的放対策が必要であるとし

てこの技術を早急に確立することが要望されて廃鉱

山等における坑廃水処理技術カミ立地公害局鉱山課等提

出特別研究要望課題として提示されこの研究が実施さ

れることに狂った.

研究担当部課

この研究は環境地質部水資源課を中心として鉱

床部探査研究課技術部化学課の研究者が協力して行な

っている.

なお本研究は東北工業技術試験所との共同研究と

して実施する.

〔25頁からつづく〕

新信濃川河口をはさんだ南1しm北2.5km以内では経

年的な前進はたく冬に多量の飛砂によって浜堤(人工

的に砂防柵が施されている場所)がより高く恋り(写真

10)その結果汀線から浜堤にかけた浜の傾斜が急にな

る.河口から1km以南および2.5良m以北ではしぱ

らく前進が続行しその後前進カミ緩慢と匁ゆ平衡状態に

桂ると考えられる.そして寺泊浜から角剛岬を経て

新潟海岸方向へ卓越する沿岸流(三野ほか1963)によ

って沿岸流の下流側に砂浜の前進域が移行する.現在

寺泊浜に対して沿岸流の上流側にあたる寺泊港南側突堤

以南の砂浜で侵食カ性じその下流側にあたる浦浜･花

立(河口から北7km)まで砂浜の前進がみられる.
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